
１　総括

　⑴　人件費の状況（普通会計決算）

　⑵　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は，平成２４年４月１日現在の人数である。

　⑶　特記事項
（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえ 減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

た減額措置の取組
平成１１年度から給与の独自削減、職員数の削減を行い人件費の抑制を実施しており、今回の
減額措置を上回る効果を出しているものと考えたため

抑制済又は減額措置の内容

　○特別職の給料～市長３８％，副市長２８％，教育長２２％削減
　○特別職の職務加算～凍結
　○一般職の給料～３％削減
　○管理職手当～課長５６％，主幹５０％削減
　○期末手当・勤勉手当の職務加算～凍結
　【 ラスパイレス指数　H２５．４．１　１０３．１　　H２５．４．１参考値　９５．１　　H２５．７．１　１０２．９】

　⑷　 ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数

（構成）を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を100として

計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３  「参考値」は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場

合の値である。

実施せず

5,598 5,675157 569,464 99,012 210,466 878,942

給与費 B/A 一人当たり給与費

24年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

15.2

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

11,884 8,377,883 358,055 1,361,142 16.2

２３年度の人件費率

24年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

　　　　　（24年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

別紙３

　　　　　　赤平市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

(H20.4.1)

75.5

(H20.4.1)

98.4
(H20.4.1)

98.3

(H25.4.1)

103.1

(H25.4.1)

103.6

(H25.4.1)

106.6

(H25.4.1)

※参考値

95.1

(H25.4.1)

※参考値

95.8

(H25.4.1)

※参考値

98.5

（H25.7.1）

102.9 
（H25.7.1）

101.6 

（H25.7.1）
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２　職員の平均給与月額，初任給等の状況

　⑴　職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②　教育職

　　　　

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

③　看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　④　消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　⑵　職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 － －

円 － －

円 － －

円 － －

円 － －

（注） 国家公務員欄における括弧書きは，給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国比較ベース）の括弧書きは，
　　　　　給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。　　　　 

区　　　　　分 赤平市 北海道 国

一般行政職 大　学　卒 167,037 165,312 163,987（172,200）

高　校　卒 135,897 134,496 133,418（140,100）

（注）１　「平均給料月額」とは，平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務　　　　　 
　　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らか
　　　　　にされているものである。　
　　　　　　また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（＝時間

　　　　　外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

赤平市 35.6 271,185 318,818 305,520

類似団体 37.7 289,544 353,613 317,213

区　　分 平均 年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

国 46.0 299,098（314,592 ） ― 327,740（344,120 ）

類似団体 44.3 316,276 357,501 328,049

赤平市 44.8 330,669 379,818 356,139

北海道 ― ―――

区　　分 平均 年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

北海道 42.8 368,668 421,787

類似団体 37.8 291,636 305,996

区　　分 平均 年齢 平均給料月額 平均給与月額

赤平市 44.5 321,992 338,898

国 43.1 307,220（332,446 ） ― 376,257（405,463）

類似団体 43.4 322,743 369,992 348,491

赤平市 44.0 330,479 370,126 351,007

北海道 45.4 330,736 396,550 374,715

区　　分 平均 年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

高　校　卒 135,897

教育職 大　学　卒 167,037

短　大　卒 148,216

看護師 短大３年 183,233

消防職 大　学　卒 167,037
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　⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　⑴　一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

（注）１　赤平市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。

給料月額 給料月額

１号俸の

円

135,600

円

185,800

円

222,900

円

261,900

円

289,200

円

354,700

円

388,300

円

402,000

円

422,600
６　　級 課長，参事

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

14 11.6

円

320,600

５　　級 主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

26 21.5

４　　級 係長，主査，主任主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

38 31.4

３　　級 係長，主査，主任主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

30 24.8

２　　級 主事，技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

6 5.0

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級 事務補，技師補
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

7 5.8

消防職 大　学　卒 257,729 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　―

高　校　卒 231,636 286,011 353,242

最高号俸の

円

243,700

円

307,800

看護・保健職 大　学　卒 308,557 331,498 344,544

高　校　卒 　　　　　　　　― 　　　　　　　　― 　　　　　　　　―

教育職 大　学　卒 　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　―

高　校　卒 　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　―

一般行政職 大　学　卒 　　　　　　　　― 334,150 355,424

高　校　卒 　　　　　　　　― 278,857 330,886

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年
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　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１９年７月より８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞ　
 　　れ統合）　　　　　

　⑵　昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

　⑴　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２４年度支給割合） （２４年度支給割合） （２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 (

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置

・役職加算 ％ ・役職加算 ％ ・役職加算 ％

・管理職加算 ％ ・管理職加算 ％ ・管理職加算 ％

赤平市の(  )内は，管理職手当の支給を受ける職員に係る支給割合である。

北海道及び国の　(  )内は，再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（注）

病気休暇等により一定期間以上勤務のなかった職員以外の職員には，一律に支給している。

0 ５～20 ５～20

0 １０～25 １０～25

2.60 1.35  月分

2.20 1.75 1.45 0.65 1.45 0.65 ）月分

1,407 1,552

2.60 1.35 2.60 1.35

　一律に昇給。
（休職や病気休暇等の取得で昇給区分が調整された者を除く。）

赤平市 北海道 国

１人当たり平均支給額（２４年度） １人当たり平均支給額（２４年度） ―

１級

5.8%

１級

2.6%

２級

5.0%

２級

2.6% ２級

6.5%

３級

24.8%

３級

37.1%

３級

57.4%

４級

31.4%

４級

24.1%

４級

9.3%

５級

21.5%
５級

21.6%

５級

15.7%

６級

11.6%
６級

12.1%

６級

11.1%
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40%
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平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　⑵　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

　

１人当たり平均支給額 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は，２４年度に退職した一般職員に支給された平均額である。

　⑶　地域手当

該当なし

　⑷　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

市立赤平総合病院に勤務する職
員で週休日及び休日の救急業務
に従事する職員(医師以外)

自宅待機午後４時３０分
から翌日午前８時までの
場合に対するもの

日額6,000円以内

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

市立赤平総合病院に勤務する職
員で週休日及び休日の救急業務
に従事する職員(医師以外)

自宅待機午前８時から
午後４時３０分までの場
合に対するもの

日額6,000円以内

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

市立赤平総合病院に勤務する職
員で週休日及び休日の救急業務
に従事する職員(医師以外)

自宅待機正午から午後
４時３０分までの場合に
対するもの

日額3,000円以内

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

病棟において深夜看護等の業務
に従事する看護師，准看護師及
びこれに準ずる職員

深夜勤務が2時間以上4
時間未満の場合

1回2,900円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

病棟において深夜看護等の業務
に従事する看護師，准看護師及
びこれに準ずる職員

深夜勤務が2時間未満
の場合

1回2,000円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

放射線室，検査室等に勤務する
職員

透視のための放射線室
に勤務する職員及び人
工透析のため透析室に
勤務する職員に対する
もの

日額250円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

病棟において深夜看護等の業務
に従事する看護師，准看護師及
びこれに準ずる職員

深夜勤務が4時間以上
の場合

1回3,300円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

兼務して従事する医師(内科医)
人工透析に従事する医
師に対するもの

患者1人1日1回につき5,000
円とし，月額400,000円を限度
とする額

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

放射線室，検査室等に勤務する
職員

放射線室及び検査室に
勤務する職員

月額4,000円

消防職員の特殊勤務手
当

消防活動等に従事する職員
消防法による救急業務
に従事し，死亡人又は
重傷人を取り扱う

日額1,000円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

市立赤平総合病院に勤務する医
師

市立赤平総合病院に勤
務する医師に対するも
の

月額600,000円以内

消防職員の特殊勤務手当 消防活動等に従事する職員 火災出動等 1回300円

消防職員の特殊勤務手当 消防活動等に従事する職員 救急出動 1回250円

手当の種類（手当数） 19

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（２４年度決算） 61,608

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 517,712

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度） 40.8

55.86 55.86 55.86 55.86

17,513

32.83 ###### 32.83 38.955

46.55 55.86 46.55 55.86

赤平市 国

23.03 28.7875 23.03 28.7875
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　⑸　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　⑹　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

24,417

管理職手当
課長及び課長相当職
3.5%
主幹職3%

異なる 支給率 12,027 千円 167,040

通勤手当

通勤距離2㎞以上の職員
に限る。交通機関利用者
は，55,000円を限度に支
給。自動車等を使用して
いる職員は通勤距離に
応じ2㎞～5ｋｍ未満は
2,000円を支給，5ｋｍ以
上は4.100円を支給。

異なる

自動車等を
使用してい
る職員は2
㎞～5ｋｍ
未満2,000
円と5ｋｍ以
上4,100円
の２区分の
み

3,077 千円

215,271

住居手当

借家（家賃12,000円を越
える職員が対象）は，家
賃の額に応じて27,000円
を限度に支給。
ただし，市外居住者につ
いては支給しない。

異なる
市外居住
者は未支
給

16,312 千円 354,611

扶養手当

配偶者(届出をしないが
事実上婚姻関係と同様
の事情にある者を含む。)
13,000円，配偶者以外の
扶養親族は1人6,500円
（配偶者がいない場合は
そのうち1人は11,000円。
満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの
子1人につき5,000円加
算。

同じ 33,582 千円

（平成２４年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （平成２４年度決算） 平均支給年額

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 268

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 36,367

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 267

その他特殊な業務等に
従事する職員の特勤

市長が指定する職員 予算の範囲内

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 38,642

社会福祉に関する業務
に従事する職員の特勤

愛真ホームに勤務する職員で直
接介護及び助言指導に従事する
職員に対するもの

直接介護及び助言指導
に従事

月額6,000円

保健衛生業務に従事す
る職員の特殊勤務手当

医師，看護師及び准看護師
感染症，結核予防及び
乳幼児健診に従事

日額1,000円以内

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

薬剤師，臨床検査技師，診療放
射線技師，助産師，看護師，准看
護師

待機期間中に救急患者
に対応するため呼出し
を受け，正規の勤務時
間以外の時間に業務に
従事

1回1,240円

社会福祉に関する業務
に従事する職員の特勤

生活保護法に定める現業事務に
従事する職員

生活保護法に定める現
業事務

月額4,000円

病院等に勤務する職員
の特殊勤務手当

市立赤平総合病院に勤務する職
員で週休日及び休日の救急業務
に従事する職員(医師以外)

職場待機午前８時から
正午までの場合に対す
るもの

日額6,000円以内
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円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×5.126月×在職年数 任期ごとに支給

給料月額×3.234月×在職年数 任期ごとに支給

(注）１　給料及び報酬の（　）内は，減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

議 員

退
職
手
当

市 長

副 市 長

備　　　　考

期
末
手
当

市 長 　　（平成２４年度支給割合）

副 市 長 3.95

議 長 　　（平成２４年度支給割合）

副 議 長 3.95

250,000

議 員 246,000 395,000 230,000

702,000

報

酬

議 長 309,000 471,000 282,000

副 議 長 266,000 425,000

536,000

860,000

副 市 長 503,000 673,000 503,000

101,813

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 536,000 799,000

寒冷地手当

基準日に在職する職員
に，11月から翌年3月ま
で支給。扶養親族のある
世帯主26,380円/月，扶
養親族のない世帯主
14,580円/月，その他
10,340円/月

同じ 28,202 千円

165,816

宿日直手当

宿直勤務又は日直勤務
を命ぜられた職員に，勤
務１回につき4,200円～
22,500円の範囲で区分
に応じ支給。

- 20,130 千円 745,558

夜間勤務手当

正規の勤務として午後10
時から翌朝の午前5時ま
での間に勤務する職員
には，その間に勤務した
全時間に対して勤務１時
間につき１時間当たりの
給料額に100分の25を乗
じ得た額

同じ 11,276 千円

休日勤務手当

職員が休日等において
勤務することを命ぜられ
た職員には，勤務した全
時間に対して勤務１時間
につき１時間当たりの給
料額に100分の135を乗
じて得た額

同じ 1,187 千円 296,825

7



６　職員数の状況

⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

⑵　年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

　

29648 43 45 30 20 12 7 13 20 26 41

人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

合　　計
292 296 4

＜参考＞

[       608        ］ [       608        ］ [    ０     ］ 249.07

そ の 他 28 30 2 スタッフの充実

小　計 134 137 3

6 1 部門間異動

下 水 道 5 4 △ 1 部門間異動

133.79

106.75

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　　院 96 97 1 スタッフの充実

水　　道 5

普
通
会
計
部
門

消防部門 38 37 △ 1 退職不補充等

小　計 158 159 1

＜参考＞

87.51

78.39

教育部門 18 18 0

一
般
行
政
部
門

土　　木 14 14 0

計 102 104 2

＜参考＞

農林水産 8 8 0

商　　工 3 3 0

衛　　生 9 9 0

労　　働 2 3 1 スタッフの充実

民　　生 24 24 0

総　　務 28 29 1 係増設

議　　会 3 3 0

税　　務 11 11 0

区　　分 職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
部　　門 平成２４年 平成２５年

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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⑶　職員数の推移

（単位：人・％）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注）　各年度における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

△ 16.0

総合計 296310 315 310 289 292 △ 14 △ 4.5

12 8.2

公営企業等会計　計 137163 163 157 134 134 △ 26

38 1 2.8

普通会計　計 159147 152 153 155 158

消　防 3736 38 37 38

11.8

教　育 1818 18 18 17 18 0 0.0

部　　門 増減数（率）

一般行政 10493 96 98 100 102 11

　　　　　　　　　区　分
平成25年度平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

過去５年間の
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7　公営企業職員の状況
　⑴　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は，平成２５年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

○ 一般職の給料～３％削減
○ 管理職手当～課長５６％，主幹５０％削減
○ 期末手当・勤勉手当の職務加算～凍結

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円
歳 円 円

（注）平均月収額には，期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（２４年度支給割合） （２３年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階，職務の級等による加算措置 職制上の段階，職務の級等による加算措置

・役職加算 ％ ・役職加算 ％

・管理職加算 ％ ・管理職加算 ％
（注）　（　 ）内は，管理職手当の支給を受ける職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　 １人当たり平均支給額　

・自己都合 千円 ・自己都合 千円

・勧奨・定年 千円 ・勧奨・定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は，２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

0 17,513

0 0

46.55 55.86 46.55 55.86

55.86 55.86 55.86 55.86

23.03 28.7875 23.03 28.7875

32.83 ###### 32.83 38.955

0 0

0 0

赤平市水道事業 赤平市　（一般行政職・団体平均等）

2.60 1.35 2.60 1.35
2.20 1.75 2.20 1.75

赤平市水道事業 赤平市　（一般行政職・団体平均等）
１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

1,108 1,407

赤平市水道 45.8 363,700 565,991
団 体 平 均 45.2 353,532 520,694

6,940 5,598

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

4 17,599 3,514 6,646 27,759

千円 千円 千円
　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

24年度 人 千円 千円 　　　　　千円
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）赤平市平均

273,539 31,393 39,315 14.4 13.8

24年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　実質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

区　　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める
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ウ　地域手当

該当なし

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

該当なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

無し 336 千円 112,048

通勤手当

通勤距離2㎞以上の職員
に限る。交通機関利用者
は，55,000円を限度に支
給。自動車等を使用して
いる職員は通勤距離に
応じ2㎞～5ｋｍ未満は
2,000円を支給，5ｋｍ以
上は4,100円を支給。

同じ 無し 11 千円

休日勤務手当

職員が休日等において
勤務することを命ぜられ
た職員には，勤務した全
時間に対して勤務１時間
につき１時間当たりの給
料額に100分の135を乗
じて得た額

同じ 12 千円 3,894

298,500

住居手当

借家（家賃12,000円を越
える職員が対象）は，家
賃の額に応じて27,000円
を限度に支給。持ち家は
4,000円を支給。（取得後
5年間はその住宅の取得
後5年に限り，1,500円を
加算した額を支給）。
ただし，市外居住者につ
いては支給しない。

同じ 無し 378 千円 378,000

扶養手当

配偶者(届出をしないが
事実上婚姻関係と同様
の事情にある者を含む。)
13,000円，配偶者以外の
扶養親族は1人6,500円
（配偶者がいない場合は
そのうち1人は11,000円。
満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの
子1人につき5,000円加
算。

同じ 無し 1,194 千円

78,100寒冷地手当

基準日に在職する職員
に，11月から翌年3月ま
で支給。扶養親族のある
世帯主26,380円/月，扶
養親族のない世帯主
14,580円/月，その他
10,340円/月

同じ 無し 469 千円

5,715

管理職手当
課長及び課長相当職
3.5%
主幹職3%

同じ

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （平成２４年度決算） 平均支給年額

（平成２４年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 424

一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 359

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 120

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 424
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